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道路ネットワークのデジタル化とデジタル
インフラアセットマネジメントへの期待

はじめに
昨今、内閣府は第5期科学技術基本計

画において、IoTやAI、ロボット等の技
術により社会の変⾰を起こす社会、つま
りSociety5.0を⽬指すべき未来社会の姿
として提唱している。

国交省ではIoT・AIなどの⾰新的な技
術の現場導⼊や3次元データの活⽤など
を進めることで、建設⽣産システム全体
の ⽣ 産 性 向 上 を 図 る こ と を
i-Constructionとして推進している。こ
のような背景の中で、現実世界（フィジ
カル空間）でのセンサーネットワークが
生みだす膨大な観測データなどの情報
について、サイバー空間の強力なコン
ピューティング能力と結びつけ数値化
し定量的に分析することで、これまで

「経験と勘」に頼っていた事象を効率化
し、より高度な社会を実現するために、
あらゆる社会システムの効率化、新産業
の創出、知的生産性の向上などを目指す
サイバーフィジカルシステムやSociety 
5.0といった概念が広まりつつある。都
市高速道路である阪神高速においても
橋梁やトンネルといった道路構造物や
管理施設、さらには車両交通、エネル
ギー、環境といった現実世界にある様々
なデータをロボットやセンサー技術で
収集・蓄積し、サイバー空間でAIや大
規模データ処理技術を駆使して分析・知
識化を行い、そこで創出した情報・価値
をもとに、人が最適な意思決定を行って
いく次世代のインフラマネジメントを
サイバーインフラマネジメントとし、そ
の実現に向けた取り組みを行っている

（図1）。本稿では、サイバーインフラマ
ネジメントの概念と具体な取り組み内
容および今後のデジタルインフラア
セットマネジメントへの期待について
紹介することとしたい。

道路ネットワークのデジタル化
と災害時のシミュレーション

阪神高速では1995年1月に発生した兵
庫県南部地震により甚大な被害を受けて
以降、橋梁の落橋・倒壊対策はすでに完
了しているが、大規模地震時に路面に大
きな段差が生じて緊急輸送の支障となら
ないよう桁間連結や支承の補強や取り換
え、段差防止装置の設置などを行う対策
を推進しているところである。これらが

現状未整備の掛け違い橋脚上の支承部に
おいて大地震により段差が生じた場合で
あっても、速やかに緊急輸送路としての
機能を回復するために段差復旧資機材の
配備計画を行う必要がある。

そこで、これまで蓄積してきた道路構
造物の設計図面や計算書等に基づき、阪
神高速全路線のうち橋梁を対象に同じ性
質・挙動を示すネットワークモデルをサ
イバー空間上に構築、再現し（図2）、南

図1　サイバーインフラマネジメントの概念
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図2　デジタルツィンモデルの一例
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海トラフ地震や上町断層帯を震源とする
地震等を想定して（図3）、デジタルツイ
ンモデルを用いたシミュレーションを実
施した。シミュレーションにより得られ
た被災度判定分布を踏まえ、重点的に着
目すべき路線、橋梁を明らかにできるな
ど、耐震対策や緊急点検計画の合理化に
役立てられると同時に、地震後にかけ違
い部で生じる段差量を推定することで、
段差応急復旧資機材の配備計画検討の際
の支援ツールとしての活用が期待できる

（図4）。

サイバー空間に構築するデジ
タルインフラアセットマネジメ
ントへの期待

サイバーインフラマネジメントで構築
するデジタルアセットマネジメントに期
待される例として3つ紹介する。

（1）�災害時におけるシミュレーショ
ンによる被災度判定

大地震発生直後においては、緊急点検
等の初動活動を実施し、応急復旧や通行
再開路線の迅速な判断・対応が求められ
る。阪神高速が保有する地震計データに
加えて、気象庁の地震計測震度データも
取り込み地震被災度を推定する地震被害
予測システムを構築し、地震発生直後の
阪神高速ネットワークの被害状況をリア
ルタイムで推定することに取り組んでい
る。ただし、現状では構造物の部材の詳
細な被災状況は点検時に現場で確認して
はじめて把握でき、少ない時間のなかで
被災エリアの構造物を順に確認していく
必要がある。

そこで、地震直後に橋脚天端や地表に
設置した加速度計から加速度波形を即時
に抽出し、デジタルツインモデルの各質
点に入力して路線レベルでの影響を加味
したシミュレーションを実施することで、
橋梁の部材の耐力超過箇所を抽出する

（図5）。これによりシミュレーション上
で損傷個所と損傷程度が推定され、現場
点検時に注意して確認すべき部材や橋梁
としての構造安全性の確認が可能となる。

震災復旧は図6に示すように時系列目
標を定めているが、情報収集の前段階で
シミュレーションを開始することで、災
害発生時に組織される災害対策本部が行

 

STEP1：深層地盤応答解析

STEP2：表層地盤応答解析

STEP3：構造物応答解析

図3　地震応答シミュレーションの方法
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図4　支承部の段差量推定結果イメージ

図5　シミュレーションによる被災度判定イメージ



Asset Management Journal 23

う道路構造物の被害状況の把握、応急復
旧箇所の選定および応急復旧する優先路
線の方針決定を支援する。

（2）�点検診断結果の見える化
阪神高速ではビッグデータを集約・統

合するため、GISデータと関連システム
（総合防災システム、点検・保守管理シ
ステム、建物管理システム等）を相互に
連携させたり、各種のデータ（点検結果
や工事情報等）を一元管理するCOSMOS

（New Communication Systems for road 
Maintenance and Operations）というシ
ステム統合体の構築を行い、運用してい
る。

COSMOSの機能のひとつである点検・
保守管理システムにおいて、橋梁やトン
ネル構造物の日常・定期・臨時点検の結
果や損傷写真がデータベース上で収集・
管理されており、一部の点検結果はGIS
データとも紐づいている。これらの点検
結果を3次元で管理することで2次元の
データベースでは把握できなかった情報
が得られると考えられる。

そこで、阪神高速のデジタルツインモ
デルを利用して、これに点検診断結果や
損傷写真を時間軸を持たせて貼り付ける。
これにより、サイバー空間のデジタルツ
インモデルの各部材に、現実の構造物に
発生した劣化・損傷情報が見える化され

る（図7）。見える化により期待できる効
果としては、キーワード（例えば「損傷
度」）で検索をかけると、損傷度ランク
毎の部材が色付けされ、構造物の弱部を
ビジュアル的に俯瞰して瞬時に把握でき
るようになる。また、時間軸を持たせる
ことで、その部材の劣化・損傷がどのよ
うに進展したか、隣接部材との劣化程度
の差異、簡易な劣化進展予測等が、構造
物全体を俯瞰しながら把握・分析可能と
なる。これにより、構造物の修繕の是非
や実施時期の判断を支援する。

（3）�画像診断（AI）による被災後の
補修・補強方針の策定

1995年1月に発生した兵庫県南部地震

では、広い地域で甚大な被害がもたらさ
れ、阪神高速においても3号神戸線で
635mにわたって倒壊、4 ヵ所で落橋し
たのをはじめ、5号湾岸線でも1 ヵ所で
落橋するなどの甚大な被害を受けた。現
在の地震発生後から本復旧工事に着手す
るまでの時系列目標は図6のとおりであ
るが、震災当時は復旧計画基本事項調整
会議を開催したのは、およそ震災発生か
ら1か月後であった。この理由としては、
被災した構造物の写真を職員が撮影して
持ち帰り、橋脚基ずつの損傷ランクを判
定する作業・会議を実施していたことと、
さらに、複数グループの職員が各々の被
災エリアを分担して行っていたことによ

図6　震災復旧の基本的な流れ

図7　点検結果の見える化のイメージ
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り、担当エリア内での相対的な損傷判定
に陥りやすく、他エリアと比較した際に
損傷程度に対する判定結果にばらつきが
生じ、整合を取るのに時間を要したこと
が要因の一つである。このような経験を
踏まえて、将来起こり得る大地震に備え
て迅速な初動対応を確立する必要がある。

そこで、被災直後に人またはドローン
等によって損傷写真を取得し、その場で
撮影画像をサーバへアップロードする。
事前に過去の被災写真から深層学習した
AIがそれらの撮影画像を読み込み、自
動的に損傷ランクを判定しふるい分ける。
また、ふるい分けされた撮影画像を人に
よる目視判定に基づいて再学習し、精度
を向上させる。これにより、損傷判定の
作業・会議に要する時間・人工は大幅に
削減され、かつ人の判定による損傷ラン
クの判定のばらつきが解消される。さら
に、損傷程度やランクから補修・補強方

法を自動的に選定し、過年度の工事積算
データをもとに概算工費の算定を行う

（図8）。このとき、写真撮影時の位置情
報をもとに撮影画像をGISデータに紐づ
けて管理することで、被害集中エリアが
迅速に把握できる他、復旧工事の工区設
定や工事単位での概算工費まで算定する。
これにより、被災後3日以内に実施すべ
き本復旧計画をより早く実施することが
可能となる（図6）。

おわりに
サイバーインフラマネジメントを実現

するうえで、まずは独立した各種のシス
テムおよびデータに互換性を持たせて、
相互に連携できることが必要である。つ
まり、多種多様な管理データを緯度経度、
管理番号、キロポスト等の位置情報を基
に互換性を持たせて一元管理する取り組
みを推進しなくてはならない。また、こ

れまで取得してこなかったデータが必要
となる可能性もあり、その場合はロボッ
トやセンサー、カメラ等の最新のIoTや
ICT技術を用いて積極的に取得すること
が求められる。

デジタルツインモデルを用いたサイ
バーインフラマネジメントを実装化して
いくうえでは、モデル精度の向上に取り
組む必要がある。また、今後は土木構造
物だけでなく、施設、交通、エネルギー、
環境等の各種データの相互連携すること
で新たな価値の実現を目指していきたい。
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図8　画像診断（AI）による被災後の補強補修方針策定のイメージ


